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要旨 

全国の一般病院(精神科病院を除く)を対象に，病棟ごとの詳細な情報の提供を求める

病床機能報告制度により，病院別の詳細なデータが都道府県によって公表されるよう

になった。また，退院患者の円滑な家庭復帰，地域移行を促進するため退院調整部門

を設置して専従職員を配置する病院が増えており，部門の有無や職員配置ならびに，

退院患者の退院先についても詳細なデータが収集されている。病床機能報告をデータ

ウェアハウス化して，退院調整部門の職員配置と退院先との関連について分析した。

その結果，退院先が家庭か福祉施設かで，退院調整部門の職員配置との関連は大きな

違いがみられ，家庭への退院数は退院調整部門の職員数，特に専従の看護職員数とよ

く関連すること，福祉施設への入所は社会福祉士を有する MSW 数との関連が強く，

同じ MSW でも資格の有無によって影響は大きく異なる，等が明らかとなった。 

キーワード: 病床機能報告、退院調整部門、MSW(医療ソーシャルワーカー) 

Keywords: The Hospital Function Survey, discharge liaison department, medical social 

worker (MSW) 

 

１. 目的 

地域医療構想を推進する重要な根拠データとして病床機能報告が 2014 年度より

医療法に基づく義務的な報告として開始され，一般病院(精神科病院除く)は毎年７

月１日現在の様々なデータを報告することが求められるようになった。既に 2018
年分までの５年分のデータが公表されている。病床機能報告には，病棟単位の，配

置職員数，退院患者数とその退院後の行く先等詳細なデータが含まれており，2025
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年を目標年度として全国で推進されている地域医療構想の重要な根拠データとし

て使用されている[i]。病床機能報告の強みは，病院の職員配置に関する詳細なデー

タであり，職種別，部門別，病棟別そして常勤・非常勤別の数値が提供されている

ことである。 
部門別では，手術部門や外来部門とならんで地域医療を推進する上で重要な役割

を果たす部門として「退院調整部門」があげられる。退院調整部門とは，病院に配

布される記入要領[ii]により次のように定義される。 
退院調整部門とは、関係職種によって退院支援計画の作成、退院先の検討、退院後の必要なサービ

スの紹介等を行う部門をいいます。 
退院調整部門の設置の有無は、退院調整加算の算定の有無に関係なく、 また、当該部門の業務が

入院患者の退院に係る調整に関する業務に限定されているか否かに関わらず、判断する。 
退院調整部門は医療行為を行う部門ではないため，そこに配置される職員は必ず

しも医療資格が要求されず，医療ソーシャルワーカー(MSW),看護職員，医師そし

て一般事務員も従事する。また MSW については，社会福祉士や精神保健福祉士の

資格を有する者もそうでない者もいる。そうした職員配置が退院先とどう関連する

か，について，本研究においては，退院調整部門を有する病院について，職員配置

と退院先との関連を病院単位で分析する。 

2. 方法 

用いたデータは，全国の都道府県が公表する病床機能報告の医療機関別個票デー

タである。これら病院別個票は通常，Excel ファイルで公開されており，そうした

公開されたビッグデータをデータウェアハウスと呼ばれる Excel のピボットテー

ブルで自在に操作できるように加工した[iii][iv]。2014～18 年度５年間分の病院別

個票よりデータを抽出した。なお，病床機能報告は病棟単位の調査であり，「退院」

ではなく「退棟」という語が用いられている。A 病棟に入院していた患者が家庭や

他施設に移ることも，同じ院内の B 病棟に移ることも「退棟」として扱われ，退

棟先が家庭か他病棟かだけの違いとなる。本研究では，病棟単位の，たとえば家庭

へ移った患者数を，病院単位で合計して分析した。読者にわかりやすくするため「退

院」という呼称で統一した(表中では一部元データそのまま「退棟」という表現が

使われている)。 
退院調整部門の有無別の記述統計に加えて退院先の場所別(家庭への退院と福祉

施設への入所の二つについて行った)の退院数(各年 6 月１か月分)を目的変数とし，

職種別の退院調整部門の職員数を説明変数として重回帰分析を，目的変数と説明変

数のいずれも標準化した上で行った。また説明変数として用いる退院調整部門の職

員数は専従と兼任に分けた数値が提供されており，うち兼任者は常勤換算されて
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(よって小数表示)表示されている。なお，病床機能報告では「専任」という語が用

いられているが，記入要領によると「専任」とは，以下のように，他業務と「兼務」

している者を指すので，本論文においては誤解のないよう「兼任」という表記に統

一した。そして兼任者については「常勤換算して小数点第一位まで」算出する，と

されている。しかしながら，データを観察した限りでは，算出法が正確に行なわれ

ているか疑問を感じざるをえないデータも散見された(他業務と兼務する者につい

て，各病院が病床機能報告への回答のため，勤務時間を正確に測定しているとは考

えにくい)ので，本論文においては，より正確と思われる「専従」者にしぼって分

析対象として用いた。 
専従職員とは、常勤・非常勤を問わず、原則として入院患者の退院に係る調整に関する業務のみに

従事している者をいいます。 
専任職員とは、常勤・非常勤を問わず、退院調整業務とその他の業務を兼務している者をいいます

（例：午前の３時間は病棟の看護業務に従事するが、午後の５時間は退院支援室等での業務に従事す

る者等を指します）。 
専任（他部署の業務を兼務している）職員数については、前述の常勤換算の算出方法と同様、貴院

の１週間の所定労働時間を基本として、常勤換算して小数点第一位まで（小数点第二位を四捨五入）

をご記入ください。 

 
3. 結果 

3.1, 退院先別退院患者数の推移 
 病床機能報告で公表されている 2014～18 年度の退院先別退院患者数の推移は

【表 1】の通りである。年々退院患者数は増加しているが，これは病床機能報告の

回答率の向上も影響している。なお最新の 2018 年データは年間数のみの公表だっ

たので 1/12 して月間に換算した。 

 

3.2.退院調整部門の有無別の退院先の比較 
  退院調整部門の有無別に 2018 年度における退院先別患者数を比較した【表 2】。
病院数では退院調整部門を有するもの 4661 施設に対して，無と回答したものは

【表1】退棟先の場所別退棟患者数(月間)

院内の他病棟へ転棟 196481 ( 16.2% ) 234835 ( 17.6% ) 280762 ( 17.7% ) 299690 ( 18.5% ) 305451 ( 18.7% )
家庭へ退院 846843 ( 69.7% ) 902742 ( 67.7% ) 1079540 ( 68.2% ) 1086972 ( 67.2% ) 1086459 ( 66.5% )
他の病院、診療所へ転院 64565 ( 5.3% ) 71538 ( 5.4% ) 86683 ( 5.5% ) 92006 ( 5.7% ) 92226 ( 5.6% )
介護老人保健施設 16651 ( 1.4% ) 19784 ( 1.5% ) 20759 ( 1.3% ) 20760 ( 1.3% ) 20358 ( 1.2% )
介護老人福祉施設に入所 13775 ( 1.1% ) 17068 ( 1.3% ) 18503 ( 1.2% ) 19413 ( 1.2% ) 20183 ( 1.2% )
社会福祉施設・有料老人ホーム等 17001 ( 1.4% ) 21408 ( 1.6% ) 26117 ( 1.7% ) 27695 ( 1.7% ) 28828 ( 1.8% )
終了（死亡退院等） 53474 ( 4.4% ) 60886 ( 4.6% ) 63441 ( 4.0% ) 64162 ( 4.0% ) 73250 ( 4.5% )
その他 6123 ( 0.5% ) 5168 ( 0.4% ) 6108 ( 0.4% ) 6378 ( 0.4% ) 6133 ( 0.4% )

計 1214913 ( 100% ) 1333429 ( 100% ) 1581913 ( 100% ) 1617076 ( 100% ) 1632888 ( 100% )
※2018年は年間数値だったので1/12で換算した

2014 2015 2016 2017 2018※
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2142 施設であったが，退院調整部門を有する病院は大規模が多いため退院患者数

では 10 倍近い開きがある。退院先の割合をみると，施設退院調整部門の有無によ

って大きな差異はみられなかった。 
「方法」でも述べたように，病床機能報告は病棟単位の集計なので，院外の家庭

や他施設に移ることも，院内の他病棟に移る(転棟)ことも「退棟」として扱われて

おり，表中，退院調整部門有の病院の方が他病棟への転棟割合はやや高めになって

いる。当然ながら，病棟が一つしかない小規模病院においては転棟はありえず，退

院調整部門を有する病院は大規模病院が多いため，必然的に転棟割合は高くなると

考えられる。 

 
 
3.3, 退院調整部門の有無別の職員配置 

2018 年７月現在における退院調整部門の職員配置は【表 3】の通りであった。

なお病床機能報告データでは，専従に対して「専任」と表現されている。調査記入

マニュアルによると「専任」は「他部署の業務を兼務している」職員のことで，１

週間の所定労働時間を基本として，常勤換算して小数点第１位まで記入する，とあ

る。本論文においては分かりやすくするため「兼務」と表現した。当然ながら，独

立した退院調整部門を有しなくても退院調整に従事する職員はいる。しかしどの職

種でも，その人数は独立した退院調整部門に属している方が圧倒的に多い。 

【表2】退院調整部門の有無別退院先の分布(2018年6月１か月間)

院内の他病棟へ転棟 18466 12.1% 286807 19.4%
家庭へ退院 104727 68.4% 981283 66.4%
他の病院、診療所へ転院 8404 5.5% 83777 5.7%
介護老人保健施設 3067 2.0% 17275 1.2%
介護老人福祉施設に入所 3007 2.0% 17141 1.2%
社会福祉施設・有料老人ホーム等に入所 3641 2.4% 25166 1.7%
終了（死亡退院等） 10987 7.2% 62176 4.2%
その他 855 0.6% 5274 0.4%

153151 1478900
退院調整部門の有無無回答を除外しているので【表1】の総計とは合わない

有(N=4661)無(N=2142)
退院調整部門(無回答除外)
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3.4, 重回帰分析結果 
  退院調整部門を有する病院について，退院先別の患者数と退院調整部門の職員配

置との相関を分析した。なお説明変数として用いた退院調整部門の職種別職員数は

MSW(総数)の他，「MSW のうち社会福祉士の資格を有する者」が再掲されていた

ため，引き算して「社会福祉士 MSW」と「無資格 MSW」とに分けて分析した。 
 
3.4.1,説明変数間の多重共線性の検証 
 分析に先だって説明変数として用いる職種別の退院調整部門職員数の間の相関を

検証した。社会福祉士 MSW と MSW(総数)との間には，社会福祉士を有する MSW
が総数の大半を占めることから当然ながら高い相関(相関係数 0.945)となったので

同時には用いなかった。他の説明変数間の相関は低かったので全て一括投入で分析

した。 

 

3.4.2,退院先別の分析 
3.4.2.1 家庭への退院数と関連する職員配置 
 退院先が家庭である患者数(標準化後)を目的変数とした重回帰分析結果を【表 5】
に示す。決定係数は 0.41 と高く，標準化偏回帰係数(β)は看護職員の数が最も影

【表4】説明変数間の相関係数
社会福祉士ＭＳＷ 無資格MSW ＭＳＷ(総数) その他 医師 看護職員 事務員

社会福祉士ＭＳＷ 1 0.068 0.945 0.098 -0.003 0.477 0.352
無資格MSW 1 0.390 0.031 -0.002 0.063 0.112
ＭＳＷ(総数) 1 0.101 -0.004 0.461 0.362
その他 1 0.002 0.167 0.084
医師 1 -0.001 0.000
看護職員 1 0.342
事務員 1
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響が大きく(0.53)，次いで社会福祉士資格を有する MSW の数(0.2)であった。その

他の職員は，医師，事務員数も含めてほとんど影響はなかった。興味深いことに

MSW であっても，社会福祉士を有しない無資格 MSW の数はわずかながらマイナ

スとなっていた。有意な大きさではないが，社会福祉士といった高い専門性を有す

る MSW でなければ家庭への退院数の促進要因にはならないことが示唆された。 

 
  

3.4.2.2,福祉施設入所数と関連する職員配置 
 退院後に施設入所する行き先としては「介護老人保健施設」「介護老人福祉施設」

「社会福祉施設・有料老人ホーム等」の３つあるが，これら医療機関以外への入所

を「福祉施設等入所」として合計し，目的変数とした重回帰分析結果を【表 6】に

示す。家庭への退院数の場合と異なり，決定係数は 0.08 ときわめて低く，退院後

のこれら福祉施設への入所数が退院調整部門の職員配置とほとんど関連しないこ

とが示唆された。 
標準化偏回帰係数(β)は社会福祉士を有する MSW の値(0.18)が最も大きく，家

庭への退院数の分析結果とは違って看護職員の値(0.13)より大きかった。ここでも

また，MSW といっても社会福祉士の有資格者とそうでない者との間には明確な差

【表5】家庭への退院と関連する職員配置
回帰統計

重相関 R 0.64
重決定 R2 0.41
補正 R2 0.41
標準誤差 0.77
観測数 4461

標準化偏回帰係数 標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95%
切片 0.00 0.01 0.00 1.00 -0.02 0.02
社会福祉士ＭＳＷ 0.20 0.01 15.09 0.00 0.17 0.22
無資格MSW -0.02 0.01 -1.41 0.16 -0.04 0.01
その他 -0.06 0.01 -4.94 0.00 -0.08 -0.03
医師 0.01 0.01 0.63 0.53 -0.02 0.03
看護職員 0.53 0.01 40.31 0.00 0.50 0.55
事務員 0.03 0.01 2.38 0.02 0.01 0.05
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異がみられた。退院調整という福祉的な業務においても，資格に裏付けられた専門

性の重要性が示唆された。 

 

 

4. 考察 

退院調整部門の職員配置と，退院先別の退院数の詳細なデータが病院別に提供さ

れるようになり，退院調整部門の有無による効果，さらに，退院調整部門に配置さ

れる職種別職員数が退院後の行く先にどのように影響するか，の分析が可能となっ

た。約 7000 近くある一般病院の５年間にわたる Excel シートは３万にも上り，そ

れを有効に活用するためには必要なデータを容易に抽出できるデータウェアハウ

ス化(Excel のピボットテーブルのように操作できるようにするデータ加工)が不可

欠といえ，本研究はその成果の一つである。 
 今回の 2018 年度単年度だけの断面分析でも，1)介護老人保健施設のような福祉

施設への入所数は退院調整部門の職員配置とはほとんど関係しない，2)家庭への退

院数は，退院調整部門の職員配置と高く関連しており，とりわけ看護職員数の影響

【表6】福祉施設入所と関連する職員配置
回帰統計

重相関 R 0.29
重決定 R2 0.08
補正 R2 0.08
標準誤差 0.96
観測数 4461

標準化偏回帰係数 標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95%
切片 0.00 0.01 0.00 1.00 -0.03 0.03
社会福祉士ＭＳＷ 0.18 0.02 11.26 0.00 0.15 0.21
無資格MSW 0.03 0.01 2.29 0.02 0.00 0.06
その他 -0.04 0.01 -3.02 0.00 -0.07 -0.02
医師 0.02 0.01 1.32 0.19 -0.01 0.05
看護職員 0.13 0.02 8.10 0.00 0.10 0.16
事務員 0.05 0.02 3.06 0.00 0.02 0.08
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が大きい，3)退院調整部門の有無による退院後の行く先とはほとんど差異がない，

等が明らかとなった。さらに MSW については社会福祉士の資格の有無別の人数が

含まれており，一口に MSW といっても社会福祉士という専門資格を有するか否か

で在宅復帰に違いがあることが明らかとなった (資格を有しない MSW は，たとえ

MSW と名乗っていても事務職員と同じく家庭へも，施設入所でもほとんど関連は

みられなかった)。 
 退院調整といえば「相談援助」を専門とする福祉職の業務と考えられるが，少な

くとも今回の分析から家庭への退院と関連するのは社会福祉士を有する MSW の

数よりも，圧倒的に看護職員数の方であった。その背景として，近年において病院

の看護管理者らが退院調整部門の設置ならびに看護職の配置に熱心に取り組んで

きた経緯がある。丸岡らは，石川県内の 6 病院の看護部責任者らにグループインタ

ビューを実施し，退院調整部門の設置には，看護部責任者らの積極的な働きかけが

あったこと，他院への転院や施設入所より在宅復帰を目的とした，等を明らかにし

ている[v]。丸岡らの研究は，石川県内の限られた病院での調査であったが，それが

全国的にもあてはまることが今回の病床機能報告の結果から示唆されている。 
 病床機能報告は，地域医療構想実現のための基礎資料とすることを目的に医療法

により全一般病院に義務づけられている。そして，地域医療構想とは病棟ごとの医

療機能(高度急性期，急性期，回復期，慢性期等)を把握し，戦後団塊世代が全員後

期高齢者に突入する 2025 年を目標に，各病院が，病棟ごとの機能を地域の人口動

向に適応するように，転換してゆくことを促進するものである。病床機能報告はこ

のように病院内の機能再編を意図したものであるが，同時にまたそれは，地域にお

ける医療機関間の連携，医療機関から施設そして在宅にいたる「切れ目ない(シー

ムレス)」なケアを提供する「地域包括ケア」の促進に役立つ情報も含まれている。

地域医療構想においては，病棟転換や，地域によっては病床数削減ばかりに関心が

ゆくが，それに含まれるデータには，本研究で示したような病院と家庭そして福祉

施設との連携に役立つ情報も多数含まれている。 
 2014 年から開始された病床機能報告も 6 年目を迎え，今後も膨大なデータが蓄

積されつつあるが，こうした医療ビッグデータを有効活用するためには，単に蓄積

するだけでは不十分であり，データウェアハウスのような誰でも容易に利用できる

システム作りが求められる[vi]。本研究では，病院で増加しつつある退院調整部門

の職員配置と退院先を例に病床機能報告データの活用可能性を示した。 
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